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〔愛知県の土地利用状況（2018年）〕
東海環状自動車道

大野神戸IC～大垣西IC 
2019年12月14日開通

新名神高速道路

新四日市JCT～亀山西JCT 
2019年3月17日開通

三遠南信自動車道

佐久間川合IC～東栄IC
2019年3月2日開通

リニア中央新幹線
東京～名古屋

2027年度開業予定

名古屋環状２号線

名古屋西JCT～飛島JCT（仮）
2020年度開通予定

東海環状自動車道

山県IC～大野神戸IC 
2024年度開通予定

愛知県面積：5,173㎢

西知多道路

日長IC（仮）～青海IC（仮）
2019年度事業化

新名神高速道路（６車線化）

亀山西JCT～甲賀土山IC
2019年3月29日事業許可

凡例

開 通

事業中
計 画

東海環状自動車道

関広見IC～山県IC
2020年3月20日開通

森林
42.2%

宅地
18.8%

農地
14.5%

道路
8.0%

水面等
4.6% その他

11.9%

一宮稲沢北IC
2020年度開通予定

東海環状自動車道

養老IC～北勢IC（仮）
2026年度開通予定

東海環状自動車道

北勢IC（仮）～大安IC
2024年度開通予定

東海環状自動車道

大安IC～東員IC 
2019年3月17日開通

○国土のほぼ中央に位置し、大都市圏である一方で、森林や農地の割合も高く、緑も豊か

○高速道路、新幹線、名古屋港、中部国際空港など、陸･海･空の優れた交通条件
２０２７年度には東京－名古屋間を４０分で結ぶリニア中央新幹線が開業予定

新東名高速道路（６車線化）

御殿場JCT～浜松いなさJCT
2020年7月16日 一部区間※完成

※上り線 新静岡IC～藤枝岡部IC           

下り線 長泉沼津IC～藤枝岡部IC
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愛知県の紹介
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愛知の《全国シェア１位》の業種 （10業種）

2007年：47兆4,827億円

2018年：48兆7,220億円

業務用機械器具
全国シェア 13.9%
9,607億円

輸送用機械器具
全国シェア 38.4%
26兆9,342億円

鉄鋼
全国シェア 13.5%
2兆5,130億円

プラスチック製品
全国シェア 12.5%
1兆6,248億円

ゴム製品
全国シェア 12.9%
4,308億円

窯業･土石製品
全国シェア 11.3%
8,845億円

繊維工業
全国シェア 9.9%
3,753億円

電気機械器具
全国シェア 15.6%
2兆9,356億円

生産用機械器具
全国シェア 10.9%
2兆4,027億円

○ 愛知県の製造品出荷額等（2018年）は、48兆7,220億円（過去最高）で４２年連続日本一
２位（神奈川県：18兆4,431億円）以下を大きく引き離す

○県内総生産は、40兆2,998億円（2017年度）で、大阪を抜いて全国第２位。

（年）

出典：工業統計表（総務省･経済産業省） （2011、2015は経済センサス（総務省･経済産業省））

出典：2019年工業統計表（確報）
（総務省･経済産業省）

製造品出荷額の推移

〔県内総生産（生産側、名目）〕

出典：２０１７年度県民
経済計算（内閣府）

はん用機械器具
全国シェア 10.2%
1兆2,647億円
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愛知県の紹介

順位 2017年度（円） 全国シェア 人口（人）

全 国 561兆5,234億 － 12,671万

1 東 京 106兆2,382億 18.9% 1,372万

2 愛 知 40兆2,998億 7.2% 752万

3 大 阪 40兆0,700億 7.1% 882万



有料道路コンセッション導入の経緯

愛知県道路公社の管理する有料道路について、民間事業者による運営の検討開始
 日本一元気な愛知を牽引する原動力として、民間の力が必要。この民間の力が最大限発揮されるためには

規制改革が重要。
 これまでの我が国ではインフラの運営は官が独占。PFI法の改正によりコンセッションが制度化されたが、

道路は対象外。この状況をまず愛知から打開したい。
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道路整備特別措置法では、一般国道又は都道府県道を新設又は改築し、料金
を徴収できる者は地方道路公社及び道路管理者に限定
 第10条（地方道路公社の行う一般国道等の新設又は改築）
 第18条（有料道路管理者の行う道路の新設又は改築）

これらの制限を緩和し、民間事業者による有料道路事業（道路整備特別措置法）の運
営を認める、構造改革特区制度による規制の特例措置に関する提案を実施（2012.2)
 2015年７月８日 構造改革特別区域法の一部を改正する法律が国会で成立

➡ 公社管理道路の民間事業者による運営が可能に
① 民間事業者による料金の収受
② 上限料金の範囲内における民間事業者による料金の決定
③ 安全や利用者利便の確保

 2015年９月９日 愛知県 国家戦略特別区域 区域計画が国により認定
➡ 愛知県において公社管理道路の民間事業者による運営が可能に



有料道路コンセッションの概要（対象路線）
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猿投グリーンロード

衣浦トンネル

衣浦豊田道路

名古屋瀬戸道路知多半島道路

南知多道路

知多横断道路

中部国際空港
連絡道路

有料道路名 延長
(km)

道
路
整
備
特
別
措
置
法

知
多
4
路
線

知多半島道路 20.9
南知多道路 19.6
知多横断道路 8.5
中部国際空港連絡道路 2.1

衣浦トンネル 1.7
猿投グリーンロード 13.1
衣浦豊田道路 4.3
名古屋瀬戸道路 2.3



民間事業者
（運営権者）

利用者･地域

道路管理者
（公社）

道路運営サービスの
提供･享受 道路施設の提供

• 公共施設等運営権に係
る契約

• 適切な業務分担と道路
運営に関する各種協力

• ICやPAの新設による利
便性の向上

• 沿線開発等による地域経
済の活性化

• 民間事業者の創意工夫が
発揮された、より低廉で
良質なサービスを享受

• 確実な償還の実施
• 効率的な管理運営(技術

面･費用面)

愛知有料道路コンセッションが目指す｢三方良し｣の姿

有料道路コンセッションの概要（目指す姿）
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• 新たな事業機会の創出
• 経験を活かした将来的な

道路インフラ運営事業の
展開



有料道路コンセッションの概要
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事業開始前

公社

資産･負債の管理

維持管理･運
営業務

交通管理業務

維持業務

施設点検及び修繕業務
危機管理対応業務
運営業務（料金徴収）

利便施設等
運営業務 ＰＡの運営

事業開始後

公社 資産･負債の管理

維持管理･運
営業務

公権力の行使にかかるもの
(交通司令業務、道路占用許可など)

運営権者のモニタリング

運営
権者

維持管理･運
営業務

交通管理業務
（交通司令業務を除く）

維持業務

施設点検及び修繕業務

危機管理対応業務
運営業務（料金徴収）

利便施設等
運営業務 ＰＡの運営

公社･運営権者の役割分担

モニタリング体制

運営権者

公社

調査･設計･建設会社調査･設計･建設会社業務実施企業

報告 結果通知
（是正指示）

報告 結果通知
（是正指示）

第三者
外部監査実施

区域外事業
実施企業

報告
結果通知

（是正指示）会議体等 会議体等

要求
水準職員数

92人
(2016.4)

職員数
34人

(2017.4)
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• 募集要項公表時に、運営権者に対して公社が要求する最低限の水準を
｢要求水準書｣として提示

 要求水準書＜総則編＞
 要求水準書＜統括マネジメント業務編＞
 要求水準書＜維持管理･運営業務編＞
 要求水準書＜改築業務編＞
 要求水準書＜利便施設等の運営業務編＞

• 運営権者の持つ創意工夫及びノウハウの活用が期待できる性能規定の考
え方を一部導入
要求レベル 概要 適用業務

仕様規定 頻度、実施方法等を規定す
るもの

異常の確認が必要な業務、サービスレベル
に直結する業務、関係法令、他者との協
定･契約等で実施頻度が規定される業務

性能規定 要求する性能と性能の照査
方法を規定するもの

必要となる条件を規定すればよい業務、運
営権者が自主的に判断･実施する業務

有料道路コンセッションの概要（要求水準）



阿久比PA

大府PA（仮称）
（新設）

武豊北IC
（仮称）

美浜PA

武豊PA

りんくうIC
出口追加

武豊

半田

半田中央IC･JCT

阿久比

阿久比PA（仮称）
（新設）

東浦知多

大府西

大高

常滑

美浜

南知多

古布

豊丘

りんくう

セントレア東

知多４路線
南知多道路
知多半島道路
知多横断道路
中部国際空港連絡道路

豊丘料金所

有料道路コンセッションの事業スキーム（コンセッション事業期間）

 地元要望を踏まえ、新たに道路の利便性向上のための事業を実施
これを実施するために料金徴収期間を延長し、インフラ運営事業として

十分な事業期間を設定

コンセッションの核となる知多４路線について、約３０年間の事業期間を設定
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知多4路線事業変更許可事項
･工事の予算の変更（194億円の新規投資（IC、PA、IC出口ランプ追加等）を

実施）
･料金の変更（中部国際空港連絡道路 普通車︓360円⇒180円）

（知多半島道路 通勤時間帯割引の実施︓平日の通勤時間帯（6
時～9時,17時～20時）3割引）

･知多４路線のプール化
･料金徴収期間の延長（知多3路線 ～2028.2.1,中部国際空港連絡道路 ～

2035.1.29 ⇒ 知多4路線 ～2046.3.31）

ETCレーン
（増設）

知多4路線

知多3路線

中部国際空港連絡道路

猿投グリーンロード

衣浦トンネル

衣浦豊田道路

名古屋瀬戸道路

2034年3月5日

2044年11月26日

2046年3月31日

2028年2月1日

2035年1月29日

2029年6月22日

2029年11月29日

大府PA

大府東海



運営権者運営権者

公社

調査･設計･建設会社調査･設計･建設会社調査･設計･建設会社 道路利用者道路利用者道路利用者

附帯事業

附帯事業
実施契約

サービスの
提供
･PA運営等

契約を一本化

任意事業

総合評価により審査

区域内 区域外

サービスの提供

構成企業
等が実施

有料道路コンセッションの事業スキーム（契約スキーム）

 維持管理運営事業（公共施設等運営事業）と、利便性向上のための施設整備（改築事業）を一つの
PFI手続で実施

 パーキングエリアの売店の運営等の附帯事業についても契約を一本化
 優先交渉権者の選定にあたっては、任意事業（区域内、区域外）の提案についても評価
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CMr

PFI法に基づく特定事業
【公共施設等運営事業】

PFI法に基づく特定事業

一つのPFI手続で実施

運営権
対価運営権

維持管理運営事業

利用料金

運営権実施契約

サービスの提供
･交通管理業務
･維持業務
･修繕業務
･運営業務 等

改築費用

改築事業

調査･設計･工事発注

改築実施契約 完成･引渡

完成･引渡

CM契約 完成･引渡改築費用



リスク分担（抜粋）

• 市場変動による物価変動は、一定の割合(1.5%)
を超える増減について公社が負担又は公社に帰属

• 予測交通量に対する収入の増減分は、一定の割合(6%)
を超えるものについて公社が負担又は公社に帰属

• 軽微な範囲の災害を除き、公社が災害復旧費用を
負担

• 競合路線の新規開設等による計画収入額からの
乖離は公社が負担若しくは公社に帰属

区分 公社 民間

経済リスク ○ △

需要変動リスク
(通行料金収入変動) △ △

不可抗力リスク
（地震･豪雨等による

自然災害等）
○ △

競合路線リスク ○ ―

○ 民間事業者に過度な負担を強いることなく、リスクを官民で適切に分担することで、
事業全体の効率性を高めることを狙う。

有料道路コンセッションの事業スキーム（リスク分担）
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優先交渉権者の選定の概要

• 募集要項を公表したところ、５グループから応募
• 民間事業者選定委員会において、第一次審査を行い、評価点が上位の３グループを第二

次審査参加者として選定
• 第二次審査参加者３グループと行った競争的対話を経て、２グループが第二次提案

（１グループは実施体制が構築できないとして参加を辞退）
第二次審査の結果、評価点で上位となった｢前田グループ｣を優先交渉権者として選
定（2016.6.24）

○優先交渉権者｢前田グループ｣ ⇒2016.8.3愛知道路コンセッション㈱[ARC]設立
代表企業︓前田建設工業㈱
構成企業︓森トラスト㈱、大和ハウス工業㈱、大和リース㈱、セントラルハイウェイ㈱
連携企業︓Macquarie Corporate Holdings Limited
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評価において重点を置いていた事柄
･｢運営権対価の提案額｣は、１，３７７億円で高く評価

（※最低提案価格１，２１９．７７億円より約１５７億円高い提案）
･｢地域の活性化｣は、創意工夫を活かした積極的な取組が盛り込まれていたことを高く評価

１．阿久比ＰＡ上り連結型事業『愛知多の大地』
２．コンベンションの拠点化事業

『中部りんくう都市（空港島）インターナショナルブランドホテル』
３．環境取組の拠点化事業『地域産業連携 バイオガス事業』
４．物流の拠点化事業『地域産業連携型 物流事業』



有料道路コンセッション開始後の運営状況について（交通量等）
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好調な収入

■ 通行台数（2016年度と2019年度の比較） （単位︓千台）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 差 伸び率
A B C=B-A C/A

８路線合計 65,756 67,653 70,567 70,104 4,348 6.6%

■ 通行料金収入（2016年度と2019年度の比較） （単位︓千円）
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 差 伸び率

A B C=B-A C/A

８路線合計 17,222,822 16,773,521 17,461,738 17,448,336 225,514 1.3%
① ③ ⑤

■ 各年度の計画料金収入と通行料金収入の比較 （単位︓千円）
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

② ④ ⑥

８路線合計 ー 15,772,581 15,767,936 15,949,808
計画比 計画比 計画比
①/② ③/④ ⑤/⑥

通行料金収入
/計画料金収入 106.3% 110.7% 109.4%



有料道路コンセッション開始後の運営状況について（2月以降交通量）
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　日平均通行台数（単位：台）

日平均 前年同期 前年比

2020年2月 178,724 190,482 93.8%

2020年3月 162,232 202,230 80.2%

2020年4月 125,694 196,471 64.0%

2020年5月 121,450 196,249 61.9%

2020年6月 150,761 192,388 78.4%

2020年7月 153,905 197,865 77.8%

2020年8月 166,263 207,058 80.3%

2020年9月 166,503 205,142 81.2%

2020年10月 166,921 190,246 87.7%



有料道路コンセッション開始後の運営状況について（安全安心）
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 通常時や不測の事態における対応状況
･民間では実績がない中で公社のサポートもあり、公社運営時と同様の管理、サービス水準を維持
･台風、大雪などの異常気象時や交通事故発生時においても迅速かつ適切に対応
 業務効率化の取組
･モバイルカメラを活用したテレビ会議システムの導入により、現場の作業者と事務所の責任者をリア

ルタイムに繋げ早期に対応
･ドローンを用いた実証実験（災害時の被災状況確認、橋梁の近接点検）
･コンクリートポンプ車をロボットの脚と腕として活用した遠隔操作による近接目視点検の試行
･発注者としての積算の省略･見積もり･交渉による発注手続きの簡素化や、一部業務における発注の

包括化

維持管理運営業務の状況

コンクリートポンプ車を
活用した橋梁点検

（猿投グリーンロード）

モバイルカメラを活用した
テレビ会議システムの導入
（事故発生時の事務所内映像）

被災状況確認のための試験飛行
（衣浦豊田道路 牛田料金所周辺）



有料道路コンセッション開始後の運営状況について（新技術）
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愛知アクセラレートフィールドの概要
 ベンチャー企業や大学など

の先進技術保有者に、有料道
路のインフラ施設を実証実験
のフィールドとして無償で提
供

 実際に供用されている施設を無償で利用可能
 条件を満たせば業界を問わずエントリー可能
 有用性が確認されれば積極的に実務で活用

３つの特徴

エントリー募集課題



有料道路コンセッション開始後の運営状況について（利用促進）
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 利用促進の取組
･2017.11に運営開始１周年を記念し、知多４路線及び衣浦トンネルが１日乗り放題となる｢１ＤＡＹチ
ケット｣を販売、以降も定期的に実施しており、2019.3からは衣浦豊田道路も追加、本年４月に７回目
実施

･知多半島道路の大府ＰＡ（上り）、阿久比ＰＡ（下り）において、建物が世界的建築家の監修によるデ
ザインに一新、有名パティシエ･イタリアンシェフ･和食料理人３名の監修による地元食材を使ったメ
ニューや土産品など、地域の魅力溢れる施設を展開（2018.7.18リニューアルオープン）

利便施設等運営業務の状況

1DAYチケットのチラシ

阿久比PA（外観）

PAオープニングセレモニー

大府PA内レストラン



 地域活性化の取組
･地元店舗がキッチンカーによりＰＡに出店しＰＲ
･地元のＪＡや企業、観光協会とタイアップした地域産品のＰＲイベントをＰＡで実施（運営開始から

２０２０年１０月末までに計５７回開催）
･交通安全の啓発活動と地域ＰＲの一体型大規模イベント｢ＳＡＦＥＴＹ ＳＡＮＴＡ ＲＵＮ｣開催
･地域産品を用いた地域ブランド商品の開発を支援
･地域の文化、観光、食などの魅力を発信するブランドブックの発行など地域ブランドの発掘

利便施設等運営業務の状況

有料道路コンセッション開始後の運営状況について（地域活性化）
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開発商品（名古屋パティシエかりんとう）

地
域
の
魅
力
を
Ｐ
Ｒ
す
る
ブ
ラ
ン
ド
ブ
ッ
ク

SAFETY SANTA RUN
開催状況

あいち知多牛PRイベント（JAあいち知多連携）



 取組状況の公表
･コンセッションのこれまでの取組状況とその評価を取りまとめ、
広く情報提供を行うため、愛知県道路公社ＨＰ
（http://www.aichi-dourokousha.or.jp/archives/29629/）
に掲載

 今後の課題
［短期］･実施契約書、要求水準書等で明確に謳われていない事象に

対する公社･ＡＲＣ間の協議
［長期］･ＰＦＩ導入の効果の定量化→研究課題

･事業区域外任意事業の実現
◎PPP/PFI推進アクションプラン（2020年改定版）抜粋
『運営事業者にコンセッション事業に密接に関連する｢建設｣ ｢製造｣ ｢改修｣ を認めた方が、民間

本来のノウハウを一層活用した事業を行うことができる場合がある。このため、運営事業者により
実施することが可能な範囲を明確化し、民間事業者が創意工夫を活かしやすい環境整備を図るため、
PFI法の改正を含めて検討を行う。』

 おわりに
･ 事業開始後、４年余りが経過したが、これまで述べたように民間ならではの工夫で、常に効率化を

目指す取組や、道路の利用促進に向けた取組が積極的に行われていることなど、民間運営による
効果が現れつつあると考えている。

･ 本コンセッションは約30年間にわたる長期のプロジェクトである。民間による適切な運営は
もとより、地域活性化事業の効果が道路利用者や地域に一層広がっていくよう、愛知県としても
着実に取り組んでいきたい。

これまでのまとめと展望

有料道路コンセッション開始後の運営状況について（まとめ）

20

公社ＨＰ（取組状況（概要版）抜粋）

http://www.aichi-dourokousha.or.jp/archives/29629/


ご清聴
ありがとうございました
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